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研究要旨： 
本研究では、職場単位で行うアクティブレストが労働者の身体活動量および対人関係、メ

ンタルヘルス、労働適応能力に及ぼす効果について検討した。ホワイトカラーの労働者59名
（男性40名、女性19名、平均年齢41.0±9.2歳、平均BMI 22.8±2.9 kg/m2）を対象とし、職場

単位で運動介入を行う群［運動群（n=29）］と介入しない群［観察群（n=30）］に無作為に分類
した。運動介入は週に3回、昼休みに10分間の体操を職場単位で実施し、介入期間は10週
間とした。本研究で実施した運動は、メタボリックシンドロームやロコモティブシンドロームの予

防、運動実践のきっかけづくりを目的に考案した体操であり、柔軟運動〜認知症予防運動（コ

グニサイズ）〜有 酸素運動〜レジスタンス運動を10分間という短時間に実施できる運動プログ
ラムである。両群ともに調査開始前後に形態・身体組成，血圧測定、気分（POMSテスト）、職
業性ストレス簡易調査、労働適応能力の調査を行った。また、加速度センサー付き活動量計

を期間中に連続して装着してもらい、強度別の身体活動時間を算出した。10週間の介入後、
両群ともに歩数、低強度活動時間が有意に増加し、不活動時間が有意に減少した（p＜
0.05）。中強度、高強度活動時間は介入群で有意に増加し（p＜0.05）、介入群は観察群に
比べて中強度、高強度活動時間の増加が有意に高かった（p＜0.05）。メンタルヘルスの各項
目では、介入群でPOMSテストの「疲労−無気力」「活気−活力」「友好」が有 意に改善した（p
＜0.05）。また、職業性ストレス簡易調査でも介入群で「職場の対人関係上のストレス」「活気」
「上司からの支援度」「同僚からの支援度」「家族や友人からの支援度」「仕事や生活の満足

度」が有意に改善し（p＜0.05）、両群間に有意な交互作用が認められた（p＜0.05）。本研究
の結果より、昼休みに職場単位でアクティブレストを導入することは、労働者の身体活動量を

高め、対人関係やメンタルヘルスに良好な効果を及ぼすことが明らかとなった。労働者の健

康保持・増進のみならず、職場の対人関係やメンタルヘルス向上のため、職場単位でのアク

ティブレストを積極的に導入することが望ましいと考えられる。 
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Ａ．目的 

 労働者の休み時間の過ごし方として、スマ

ートフォンでゲームやメールをする労働者が

多数見受けられる。近年、「アクティブレスト」、

つまり休み時間に積極的に運動を取り入れ

た方が疲労回復につながり、作業効率が改

善するという概念が提唱されている。休み時

間にゲームやメールをしたりしていた時間を

運動に代えることにより、健康への意識が高

まり、勤務中の階段使用、通勤時や余暇に

おける身体活動量が増加し、労働者の健康

の保持・増進効果が見込める。また、運動に

はメンタルヘルスに対しても良好な効果が

得られることがこれまでに多数報告されてい

る1、2）。そこで我々は、同じ職場内で一緒に

運動を行うことで職場内でのコミュニケーショ

ンが向上し、その結果、上司や同僚からの

支援が得られやすくなり、職場の対人関係

やメンタルヘルス、労働適応能力に良好な

効果を及ぼすのではないかと考えた。本研

究では、職場単位で行うアクティブレストが

労働者の身体活動量、職場の人間関係、メ

ンタルヘルス、労働適応能力、身体的健康

度（肥満度や血圧）に及ぼす効果について

検討した。 

 

Ｂ．方法 

1．対象者ならびに研究デザイン 

 某企業に勤務し、本研究への同意が得

られたホワイトカラーの労働者63名を対

象とした。心疾患や脳血管障害の既往が

ある者、日常生活で運動制限のある者は

本研究の対象から除外した。本研究では、

部署単位で無作為に運動介入を行う群

［運動介入群（n=30）］と介入しない群

［観察群（n=33）］に割り付けた。両群

ともに介入前と10週後に形態・身体組成、

血圧、身体活動量の測定、気分プロフィ

ール、職業性ストレス、労働適応能力の

調査を実施した（図1）。なお、本研究で

は10週後まで介入できた59名（介入群：

n=29、観察群：n=30）を解析対象とした

（図2）。 

 本研究は産業医科大学研究倫理委員会

の承認を得たのち（No. H27-068）、対象

者全員に本研究の主旨、内容について十

分に説明し、同意を得て実施した。 

 

2．運動（アクティブレスト）プログラム 

 運動介入は1週間に3回、昼休みに10分

間の体操を部署単位で行った（全29回）。

本研究にて実施した運動は、メタボリッ

クシンドロームやロコモティブシンドロ

ームの予防、運動実践のきっかけづくり

を目的に、一般社団法人10分ランチフィ

ットネス®協会が考案した体操である。柔

軟運動〜認知症予防運動（コグニサイズ）

〜有酸素運動〜レジスタンス運動を10分

間という短時間に実施できる運動トレー

ニングである。これまでに約8,000名以上

が体験済みであり、運動の安全性につい

て も 確 認 さ れ て い る （ 図 3 ）

（http://10mlf.com）。 

 



3．身体組成、身体活動量の評価 

 形態測定は2時間以上の絶食の後、身長、

体重、腹囲を測定し、インピーダンス式

体組成計（DC-320、TANITA社製）を用

いて体脂肪量、除脂肪体重を測定した。 

身体活動量は、加速度センサー付き活動

量計（Lifecorder GS、Kenz社製）を用い

て評価した。介入期間中、連続して装着

してもらい、介入前後7日間のデータを使

用した。本研究では、1日あたりの装着時

間が8時間以上の日のみを解析対象とし

た。1日の活動時間のうち、1.0メッツ未

満を不活動時間、1.0〜2.9メッツを低強度

活動時間、3.0〜6.9メッツを中強度活動時

間、7.0メッツ以上を高強度活動時間と定

義した。 

 

4．気分プロフィール、職業性ストレス簡

易調査、労働適応能力 

 気分プロフィールは、Profile of Mode 

States（POMS）2テストを用いて評価し

た。POMS 2テストは、1週間の気分状態

を表す質問紙で65項目の質問から構成さ

れている3）。「怒り-敵意」「混乱-当惑」「抑

うつ-落込み」「疲労-無気力」「緊張-不安」

「活気-活力」「友好」の7尺度とネガティ

ブな気分状態を総合的に表すTotal Mood 

Disturbance（TMD）得点で評価した。 

 職業性ストレスは、厚生労働省研究班

によって考案された職業性ストレス簡易

調査票4）を用いて評価した。本調査票は、

「ストレスの原因と考えられる因子」17

項目、「ストレスによっておこる心身の反

応」29項目、「ストレス反応に影響を与え

る他の因子」9項目、「仕事の満足度」2

項目の計57項目から構成されており、職

場の健康診査から研究まで幅広く用いら

れている。 

 労働適応能力（Work ability index；

WAI）は、現在の労働適応能力と将来の

労働適応能力を予測するための質問紙で

ある。本研究では、神代ら5）によって改

訳された日本語版WAIを使用した。 

 

5．統計処理 

 統 計 処 理 に は 、 StatView J-5.0 

softwareパッケージ（SAS Institute、

Cary、NC、USA）を用いた。介入前後

の連続変数の比較には、Wilcoxonの符号

付順位和検定を用いた。介入前後の2群間

の交互作用の比較には、時間×群の対応

のある二元配置の分散分析を用いた。2群

間 の 連 続 変 数 の 比 較 に は 、

Mann–WhitneyのU検定を使用した。介

入群における運動参加回数と各パラメー

タの変化量との関係については、Pearson

の単相関を用いた。また、危険率5%未満

をもって統計的有意とした。 

 

Ｃ．結果 

 ベースライン時の年齢、性別、内服、

喫煙、飲酒の有無いずれも、両群間に有

意な差は認められなかった（表1）。運動

介入群の平均運動参加回数は、18.2±8.4



回（2〜29回）であった。図4に運動介入

群、観察群における介入前後の身体活動

量の差異について示す。10週の介入後、

歩数、低強度活動時間は両群ともに有意

に増加し、不活動時間は有意に減少した

（p＜0.05）。中強度、高強度活動時間は

運動介入群で有意に増加し、両群間に有

意な交互作用が認められた（p＜0.05）。 

 表2に運動介入群、観察群における介入

前後の形態指標、気分プロフィール、職

業性ストレスの差異について示す。10週

の介入後、両群ともに体重、体脂肪量，

除脂肪体重、腹囲、血圧の有意な改善は

認められなかった。気分プロフィールの

うち、「疲労-無気力」は運動介入群で有

意に低下、「活気-活力」「友好」は有意に

増加し、いずれも両群間に有意な交互作

用が認められた（p＜0.05）。 

 職業性ストレス簡易調査では、「職場の

対人関係上のストレス」が運動介入群で

有意に低下、「活気」「上司からの支援度」

「同僚からの支援度」「家族や友人からの

支援度」「仕事や生活の満足度」は有意に

増加し、いずれも両群間に有意な交互作

用が認められた（p＜0.05）。 

 運動介入群における運動参加回数と各

パラメータの変化量との関係について検

討したところ、運動参加回数はPOMS 2

テストの「活気-活力」の変化量と有意な

正の相関関係が認められた（r=0.467、

p=0.011、図5）。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、運動介入群でPOMS 2テス

トの「友好」、職業性ストレス簡易調査の「職

場の対人関係上のストレス」「上司、同僚、家

族や友人からの支援度」が有意に改善し、

観察群との間に有意な交互作用が認められ

た。これまで、いくつかの研究によって、集

団運動によるメンタルヘルスの改善効果が

報告されている6、7）。横山ら8）は中高年者を

対象に集団運動と個別運動による心理的要

因の変化について検討し、個別運動に比べ

て集団運動の方が運動参加回数が多く、活

動の自己評価、楽しさ、達成感、満足感、有

能感の得点の増加が有意に大きかったと報

告している。しかし、これまでに昼休みに職

場単位で行うアクティブレストが職場の対人

関係やメンタルヘルスに及ぼす効果につい

ては未だ明らかにされていない。本研究で

は、職場での対人関係やメンタルヘルスの

改善を目的に部署単位で無作為に運動介

入群と観察群に割り付けた。本研究の結果

は、我々の仮説どおり、昼休みに同じ職場

内で一緒に運動を実施したことにより職場内

でのコミュニケーションが向上し、その結果、

上司や同僚からの支援が得られやすくなり、

職場の対人関係やメンタルヘルスに良好な

効果を及ぼしたと考えられる。 

 従来、運動には身体的健康度のみならず、

メンタルヘルスに対しても良好な効果が得ら

れることが多数報告されている。Ohtaら1）は

地域住民を対象とした生活習慣改善の介入

を行い、仕事中や余暇時の活動量を高める



ことにより、メンタルヘルスの改善や仕事の

満足度が向上することを報告している。

Watanabeら9）は、4,543名の労働者を対象

に運動習慣の有無と仕事の満足度、活力と

の関係について検討し、運動習慣のある者

ほど仕事の満足度や活力が高いことを明ら

かにした。本研究では、運動介入群で

POMS 2テストの「活気−活力」、職業性スト

レス簡易調査の「活気」「仕事の満足度」が

有意に向上し、運動参加回数はPOMS 2テ

ストの「活気-活力」の変化量と有意な正の相

関関係を認めた。これまで、昼休みに職場

単位で行うアクティブレストが活力や仕事の

満足度の向上に有効であるか否かについて

は明らかにされておらず、本研究の結果か

ら1回あたりの運動時間がわずか10 分であ

っても、数多く運動に参加することにより活

力や仕事の満足度が向上する可能性が示

唆された。 

 本研究では、身体活動量、とりわけ中〜高

強度活動時間は運動介入群で有意に増加

し、両群間に有意な交互作用が認められた。

Firestoneら10）は、集団運動、特に集団で

の励ましは余暇時の身体活動量を増加させ

るために有効であると報告している。本研究

や先行研究の結果より、昼休みに同じ職場

内で一緒に運動を行うことは勤労者の身体

活動量、とりわけ中〜高強度の活動時間の

増加に有効であり、運動介入に伴い、健康

への意識が高まり、勤務中の階段使用、通

勤時や余暇における身体活動量が増加し、

勤労者の健康の保持・増進効果が見込める

という我々の仮説を支持する結果となった。 

 

本研究の問題点と今後の課題 

 本研究は対象者が少なく、ホワイトカラー

の労働者に限られた集団であった。従って、

今回得られた結果が他の職種に当てはまる

か否かは明らかではない。また、職場単位

で行うアクティブレストによる職場の対人関

係、メンタルヘルスの改善機序を明らかにす

ることはできなかった。さらに、運動介入群

の平均運動参加回数は18.2回（2〜29回）

であり、参加率が十分ではなかった。 

 しかし、職場単位で行うアクティブレストの

効果について検討した報告はこれまでに見

当たらず、今回の結果は昼休みに同じ職場

内で一緒に運動を行うことは労働者の身体

活動量、職場の人間関係、メンタルヘルス

に良好な効果を及ぼす可能性を示唆してお

り、勤労者の健康保持・増進に貢献できると

考えられる。次年度は評価項目として、ワー

ク・エンゲイジメントや労働機能障害（Work 

Functioning Impairment Scale；WFun）

を取り入れ、職場単位で行うアクティブレスト

が労働者の労働生産性や活力向上に及ぼ

す効果について検証する。さらに、ブルーカ

ラーの労働者も含め、対象者を増やして職

場単位で行うアクティブレストの効果や機序

について詳細に検討していく予定である。 

 

Ｅ．結論 

 本研究の結果より、昼休みに職場単位

で運動を行うことは、労働者の身体活動



量を高め、対人関係やメンタルヘルスに

良好な効果を及ぼすことが明らかとなっ

た。労働者の健康保持・増進のみならず、

職場の対人関係やメンタルヘルス向上の

ため、職場単位でのアクティブレストを

積極的に導入することが望ましいと考え

られる。 

 

Ｆ．引用・参考文献 

1. Ohta M, et al. Effect of the physical 

activities in leisure time and 

commuting to work on mental 

health. J Occup Health 2007; 49: 

46-52. 

2. Mammen G, et al. Physical activity 

and the prevention of depression: a 

systematic review of prospective 

studies. Am J Prev Med 2013; 45: 

649-657. 

3. Heuchert JP, McNair DM. POMS 2®: 

Profile of Mood States Second 

Edition. Tonawanda: Multi-Health 

Systems Inc., 2012. 

4. 下光輝一ら . 職業性ストレス簡易調

査票の信頼性の検討と基準値の設定. 

労働省平成11年度「作業関連疾患の予

防に関する研究」報告書 . 2000; 

126-164. 

5. 鈴木秀樹ら. Work Ability Indexと認

知機能の比較検討. 産衛誌 2004; 46: 

71-77. 

6. Eime RM, et al. A systematic review 

of the psychological and social 

benefits of participation in sport for 

adults: informing development of a 

conceptual model of health through 

sport. Int J Behav Nutr Phys Act 

2013; 10: 135. 

7. Kanamori S, et al. Group exercise 

for adults and elderly: Determinants 

of participation in group and its 

associations with health outcome. J 

Phys Fitness Sports Med 2015; 4: 

315-320. 

8. 横山典子ら. 中高年者における運動教

室への参加が運動習慣化個人的要因

に及ぼす影響 –個別実施運動プログ

ラムと集団実施運動プログラムの比

較−. 体力科学  2003; 52 (Suppl): 

249-258. 

9. Watanabe K, et al.  Inter- 

relationships between job resources, 

vigor, exercise habit, and serum 

lipids in Japanese employees: a 

multiple group path analysis using 

medical checkup data. Int J Behav 

Med 2016; 23, 410-417. 

10. Firestone MJ, et al. Perceptions and 

the role of group exercise among 

New York City adults, 2010-2011: an 

examination of interpersonal factors 

and leisure-time physical activity. 

Prev Med 2015; 72: 50-55. 



 



 



 

. .

. .

D A .
C A

D B . 0
1 D

. . . .



 



 



 



 

 

 


